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みなさま、2020 年もどうぞよろしくお願いします。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道労働委員会「札幌大学事件」の審問が行われます 
   2月 10日（月）9:30～組合側証人 ／ 2月 26日（水）10:00～法人側証人 

2018 年 12 月から組合が北海道労働委員会に救済を申立て、調査が続いてきた札幌大学事件（平成 30

年道委非不第 22号）が審問入り（証人尋問）することとなりました。 

2018年以降の「労働者過半数代表者選出」をめぐる法人側の団交打切り等の一方的な対応や、労働協約

締結に関する不誠実な姿勢が不当労働行為に当たるかどうかが主な争点です。 

 この間、道私大教連として事件を補佐し、団交支援に入ってきましたが、公開の審問で法人側を追いつ

め、凌駕するためにより多くの傍聴支援を皆様へ呼びかけます。 

 ◆2月 10日（月）は申立人組合委員長・書記長への審問です。 

 ◆2月 26日（水）は法人側 3名（武田修一・柴野正裕・河治勝彦）への審問です。 

 ※会場は北海道労働委員会審問室（道庁別館 10階）。どなたでも自由に出入りできます。 

     第 ６３ 号      発行： 北海道私立大学教職員組合連合 情宣部 

                     〒001-0013 札幌市北区北 13条西 3丁目 2－1 

   （ ２０２０．１．１７ ）             ＊E-mail：hkifpu@yahoo.co.jp 

1 月 31 日（金）大学版「働き方改革」学習会へ 
◆全大教北海道（北大職組など）との合同開催です◆ 

2019 年度から段階的に施行されている“働き方改革”。各大学、組合で特に教員への対応に

苦慮しています。今回、私立国立の設置形態を問わず情報交換し、今後の具体的な対応策を

協議します。大学をリードする力をつけましょう。 

今回は道私大教連・全大教北海道および各大学の執行部役員むけに開催しますが、組合員の

方はどなたでも大歓迎です。是非お集まりください！ 

≪日時≫ 1月 31日（金）18:00～ ／ ＊終了後 20時頃～有志で懇親会 

≪会場≫ 北大職組会議室（北区北 11条西 6丁目／北大構内） 

  ＊地図等は北大職組のサイトでご確認ください。 

≪報告≫ □（仮題）北大・国立大教員の「働き方改革」の実情  山形 定さん 

□（仮題）私立大学教職員の「働き方改革」―事例をもとに－ 片山 一義さん 

※要参加申込み…1月 30日までに道私大教連書記局または執行委員へお知らせください。 
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寄 稿 

苫小牧駒大問題、その後…文科省への要請（ﾚｸﾁｬｰ）行われる 

苫小牧駒澤大学問題に関する文部科学省レクチャーの報告 

小林 守 (苫小牧駒澤大学教職員組合委員長) 

はじめに 

 苫小牧駒澤大学（苫駒大）は２０１８年４月よりその設置者が学校法人駒澤大学から学校法人京都育英

館（理事長は松尾英孝氏）に変更となった。経営移管にともない京都育英館は法人駒澤時代に在職してい

た教職員の雇用を承継するとしながらも、それまでの「無期雇用」は承継せずに、全教職員に「１年有期

雇用」の契約を強いた。それから１年の後、京都育英館は「１年間の契約満了」を理由とした専任教職員

９名の雇止めと、大幅な給与カットを断行した。その概略は、本誌第６０号（2019/9）掲載の篠原昌彦苫

駒大名誉教授による報告及び苫小牧市の小さな新聞「ひらく」第１６号（2019/6）掲載の拙稿の参照を願

うことにし、ここでは、２０１９年１２月９日、紙智子参議院議員の議員会館事務所で行われた苫駒大運

営の問題に関する文部科学省（文科省）レクチャーの一端を報告することにしたい。 

 

文科省レクチャー 

 レクチャーには、文科省から職員２名、レクチャーを受ける側から紙智子議員と田井議員秘書、道私大

教連の市川書記長と寺本執行委員、そして苫駒大教職組の小林の計５名が参加した。時間は約１００分間

であった。レクチャーで取り上げた問題は多岐にわたるが、レクチャーの後、文科省大学振興課法規係か

ら特に大学設置基準に抵触する恐れのある問題３点について文書による回答を得た。 

 

教員構成の偏りについて 

 大学設置基準第７条第３項に、「教員の構成が特定の範囲の年齢に著しく偏ることのないよう配慮するも

のとする」とある。苫駒大の場合、２０１９年度雇用継続の教員１３名と、新採用の教員４名、計１７名

の専任教員のうち実に１４名が６０歳を超えた教員、そのうち８名もしくは９名が自らの就業規則に定め

るところの定年を超えた高齢教員であり、年齢の偏りがはげしい。苫駒大の有澤恒夫学長と佐藤郁子副学

長も優に退職年齢を超えた高齢教員である。問題はないのか。 

 この点について文科省による回答（文書）は、「これ（設置基準）に違反するかどうかは、個別具体的に

判断されるものであり、一概にお答えすることは困難」と、違法・適法の判断を避けるものであった。 

 １２月９日のレクチャーでは文科省職員２名（あいにく彼らは大学振興課所属ではない）に対して苫駒

大の事情を「個別具体的に」説明した。苫駒大では２０１８年１１～１２月に次年度の雇用面談が行われ

たが、その際にある職員は「勤務評価などしていない。給料の高い者から辞めてもらう」と、露骨に雇止

め理由を告げられた。又ある法人理事は「給与支出を抑えるために低賃金で済む年金受給者を優先して雇

う」と、法人の本音を明かし開き直った。ほかに京都育英館の運営する京都看護大学も、設置計画履行状

況等調査において文科省から「定年規程に定める退職年齢を超える専任教員数の割合が比較的高い」とい

う改善意見を頂戴している。つまり、教職員の能力などは二次的なこと、ともかく安く使える高齢教員を

残せ、これが京都育英館の経営姿勢であろう。文科省の回答文書をみると、このような京都育英館そして

苫駒大の「個別具体的」な実態がレクチャー担当職員から大学振興課によく伝えられていなかった可能性

がある。そうであれば残念である。 

 経営移管に少し先立つ２０１８年２月発売の雑誌「キャリアガイダンス」（リクルート進学総研）のイン
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タビューにおいて松尾理事長は、「学校運営には二つの責任が伴います。教職員の生活の保障と、学生の利

益の確保です」と、理に適った発言をしていた。しかし実際に彼が行ったのは、扶養家族をかかえる５０

代の教員の雇止め、そして６５歳以上の年金受給教員の優先的な採用であった。これで「教職員の生活の

保障」云々は、まことに烏滸がましい。 

 なお、文科省からの回答には、「設置認可や届出時においては、退職年齢を超える専任教員の割合が高い

場合に、改善を求める附帯事項を付しております」とも記されていた。苫駒大は外国語重視の改組を考え

ているらしい。が、英語担当の現有教員は７０歳の長老をはじめいずれも６６歳以上の高齢教員である。

改組のゆくえが愉しみである。 

 

みせかけの専任教員について 

 大学設置基準第１２条第２項に専任教員が「専ら前項の（自己の属する）大学における教育研究に従事

するもの」と定義されている。今年度苫駒大では設置基準第１３条により専任教員１７名が必要で、その

数を満たすために、実質非常勤講師にすぎない人物１名を「特任教授」として採用しそれを「専任教員数」

にカウントして文科省に届けている。問題はないのか。 

 この点についてレクチャーでの回答は、「特任教授という術語は文科省にはない」と。そして文書による

回答に「（専任教員の）勤務形態等の条件は特段定められておりません」とあるが、これは設置基準第１２

条第３項「当該大学における教育研究以外の業務に従事する者を、当該大学の専任教員とすることができ

る」を意識した回答かもしれない。 

 苫駒大の実情は、こうである。問題の特任教授は秋セメスターにおいて東京から毎週１泊２日で苫駒大

に来て２～３コマの授業を担当するだけの実質非常勤講師であるが、これをもし「非常勤講師」又は「客

員教授」として採用したなら、さすがに文科省に「専任教員」として届け出ることはできない。それゆえ

の「特任教授」である。しかしそもそも苫駒大には「特任教授の規程」が無いばかりでなく、学則や就業

規則に、特任教授へのわずかな言及さえも見出せないのだ。一言でいうなら、特任教授の採用は、専任教

員数合わせのための便法であろう。 

 なお、文科省の回答（文書）によると、大学は７年以内に１回、認証評価機関による第三者評価（認証

評価）を受けなければならないが、その結果、必要な専任教員数が確保されていない場合、文科省からの

行政指導もあり得る、と。認証評価機関の慧眼に期待したい。 

 

事務職員の教員兼務について 

 大学設置基準第４１条に「大学は、その事務を遂行するため、専任の職員を置く」とあり、同第２条の

３に「当該大学の教員と事務職員等との適切な役割分担の下で、これらの者の間の連携体制を確保し」と

あるのを見ると、大学において教員と事務職員の役割は截然と区別されるべきことになる。学校法人京都

育英館では２０１９年度、同法人の事務職員を同法人経営の苫駒大の非常勤講師に任命し授業（集中講義）

を担当させている。問題はないのか。 

 この点についてレクチャーにおいて文科省職員は、「教員が教務部長等の事務職を兼務することはあって

も、その逆は珍しい。普通はない」と、素朴に呟いていた。これが常識的な意見であろう。しかし文科省

の文書では、「（事務職員の教員）兼務等の適否は、個別具体的に判断されるもの」、よって「一概にお答え

することはできません」という回答を、再びいただいた。苫駒大の「個別具体的」な事情はレクチャーで

説明したが、残念ながらここでもそれは大学振興課に伝わっていなかった可能性がある。 

 苫駒大では大量の教員雇止めの結果、２０１９年度在籍の１～３年次生対象科目のうち３４科目が閉講、

４年次生対象科目は６７科目が閉講となった。松尾理事長は「大学の先生になりたい人なんかいくらでも

いる」と話していたが、今年度採用の専任教員には、研究実績のほとんど無い若しくは皆無の人が複数い
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る。彼らは単に大学の先生になりたい人なのか。いずれにせよ、今年度の採用人事をみるなら、松尾理事

長が閉講科目を減らすために部下の事務職員を起用して大学の授業を担当させることに何の抵抗も感じな

かったとしても不思議でない。因みに問題の事務職員の大学での専門が担当授業科目と一致しないのは、

むしろご愛嬌だろう。 

 前述の特任教授の採用にせよ、事務職員の教員兼務せよ、このような恣意的な人事が可能であったのは、

教員人事を教授会規程から外したゆえで、しかもその教授会規程を２０１９年２月に配布（その後回収）

しながらそれを１年遡って適用したゆえである。レクチャーにおいて文科省職員も「規程を１年も遡って

適用するのは、好ましくない。規則は遡らないものだ」と、率直に話していた。まことに正論である。 

 

おわりに 

 以上、大学設置基準に違反の恐れのある問題３点について苫駒大の実情と文科省の回答を示した。文科

省大学振興課の回答は、「個別具体的に判断されるもの」「一概に答えられない」を基本とし、問題３点に

ついて違法・適法の明言を避けようとするものであったが、それは一つには、レクチャーで説明した苫駒

大の実情が大学振興課によく伝わっていなかったゆえかもしれない。そうであるなら、今後は、大学振興

課に個別具体的な情報を提示した上で個別具体的な判断を求めてゆくことになるだろう。 

 最後に、昨年末、松尾氏（学校法人育英館理事長）が経営難のため募集停止の話も出ていた稚内北星大

学を運営する学校法人稚内北星学園の理事長に就任するという驚くべきニュースが飛び込んできたので、

一言しておく。 

 新聞報道によると、稚内北星大の場合は「設置者変更」「経営移管」ではなくて、松尾氏は既存の学校法

人はそのまま存続させその理事長におさまるようである。思い返せば、設置者変更に先立つ２０１７年７

月、苫駒大において設置者変更に係る文科省審議会委員の実地調査が行われたが、その際、「駒澤（法人駒

澤）でも難しいのに（京都育英館が）やっていけるのですか」という委員の質問に答えて松尾理事長、「自

信がある。収入が少なければ給料を半分にするだけだ」と、つい本音を出す、「そんなことで大学を運営で

きるはずないだろ！」と、委員に叱られる、という珍事があった。その苦い経験を踏まえて此の度は手続

きの面倒な設置者変更を避けようとしたのかもしれない。 

 苫駒大の再建も儘ならないまま稚内に乗り出すというのは、西部戦線を抱えたまま東部戦線に乗り出し

たヒトラーを思い起こさせる。真のねらいが奈辺に存するかを知るのはむずかしい。大学の土地建物に目

が眩んだのか、又は５千万円とも言われる稚内市からの財政支援が魅力的であったのかもしれない。問題

は、経営権を掌握した後どうするか、である。苫駒大では「大量の教職員雇止め」「大幅な給与カット」に

より多くの人が今も苦しんでいる。その悲劇が稚内で繰り返されないことを、被害者の一人として切に願

うものである。 

 

稚内北星学園大学が「育英館」（京都）の傘下入り？ 
年末 12 月 19 日以降、稚内北星学園大学に関する報道が錯綜しました。25 日以降、同大学の開設以降そ

の運営を支えていた市当局が、現在の苫小牧駒大を経営する学校法人京都育英館の関連法人である「学校

法人育英館」に経営を委ねるとする方針を発表。稚内の大学関係者は「とりあえず大学存続へむけて支援

を仰ぎたい」などと安堵する旨をコメントしています。（京都）育英館の 2法人とも松尾理事長によるワン

マン経営と無責任な大学運営で苫小牧駒大は混乱の一途を辿っていますが、今後の動向が注視されます。 

 

※次号、2 月上旬に発行予定です。ぜひ、記事・情報をご提供ください。 


